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 新地方公会計制度に基づく財務書類４表は、法律により明確に作成を義務付けられてい

るものではありません。 

しかし、平成 18 年 6 月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（行革推進法）において、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公

会計制度改革」が位置付けられ、また、平成 18 年 8 月 31 日の総務事務次官通知「地方公

共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（地方行革新指針）において、「新地

方公会計制度研究会報告書」で示された普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表を

3 年後ないし 5年後までに整備するという方針が示されました。 

これを受け、本市では平成 20 年度決算分から、財務４表を作成・公表しています。 

  

 

 

 

財務４表は、平成 19 年 10 月に総務省により公表された「新地方公会計制度実務研究会

報告書」による「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

①対象会計 

 ○普通会計財務書類 

一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計 

 ○連結会計財務書類 

・地方公共団体内（7会計及び 1企業会計） 

普通会計及び国民健康保険事業、国民健康保険診療所事業、後期高齢者医療事

業、公共下水道事業、簡易水道事業、農業集落排水事業の７特別会計並びに水

道事業会計 

   ・一部事務組合・広域連合（3組合及び 1 広域連合：負担率等で比例連結） 

浜田地区広域行政組合、江津邑智消防組合、浜田市江津市旧有福村有財産共同

管理組合、島根県後期高齢者医療広域連合 

   ・地方三公社（1公社） 

江津市土地開発公社 

   ・第三セクター等（4法人） 

     (株)風の国、(有)ふるさと支援センターめぐみ、(財)島根県石央地域地場産業

振興センター、(財)江津市教育文化財団 （連結対象：出資比率が 50％以上、

または、法人運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる団体） 

②対象年度 

  平成 24 年度とし、平成 25 年 3 月 31 日を基準としています。ただし、団体内及び一部

事務組合・広域連合は出納整理期間における取引も含みます。 

新地方公開制度の概要 

作成の基準 
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③作成基礎データ 

  団体内及び一部事務組合・広域連合については、決算統計の数値を基礎として作成し

ています。また、決算統計から読み取れない数値については、歳入歳出決算書または別

途算出をしています。地方三公社及び第三セクター等については、各団体が作成してい

る財務書類の数値を連結決算用に読み替えて作成しています。 

   

④有形固定資産 

  団体内及び一部事務組合・広域連合については、昭和 44 年度以降の決算統計の普通建

設事業費（補助金・負担金として支出した金額を除く）を集計し、減価償却費を控除し

た金額を計上しています。減価償却費は、土地以外の有形固定資産について、「新地方公

会計制度実務研究会報告書」で示された耐用年数表により定額法で算出しています。 

 

 

  

 

①貸借対照表（バランスシート） 

自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどの

ような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。また、

資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることからバ

ランスシートとも呼ばれます。 

 

②行政コスト計算書（損益計算書） 

１年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政

サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財

務書類です。今までの決算書類等では把握できなかった減価償却費や引当金などの非現金

コストについても計上しています。 

 

③純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部（資産から負債を差し引いたもの）に計上されている各数値が、

１年間でどのように変動したかを表します。 

 

④資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示し

た財務書類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投

資・財務的収支の部」で、どのような活動に資金を必要としたかを表します。 

財務4表の概要 
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（１）貸借対照表（平成25年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 57,520,620 23,201,378

 (1)有形固定資産 57,353,128 19,115,160

 (2)売却可能資産 167,492 649,492

3,436,726

2.投資等 4,583,449 0

 (1)投資及び出資金 943,588

 (2)貸付金 1,071,935 2,097,133

 (3)基金等 2,495,394 1,923,868

 (4)その他 72,532 173,265

3.流動資産 1,894,379

 (1)資金等 1,868,111

　(うち歳計現金) 263,027 25,298,511

 (2)未収金 26,268

38,699,937

資産合計 63,998,448 63,998,448

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成24年4月 1日 　　自：平成24年4月 1日

　　至：平成25年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 13,052,703 期首純資産残高 39,528,152

1.人にかかるコスト 2,558,233 純経常行政コスト △ 12,326,209

(1)人件費 2,152,630 財源調達 11,542,799

(2)退職手当引当金繰入等 405,603 　地方税 2,717,011

　地方交付税 5,969,354

2.物にかかるコスト 3,914,245 　経常補助金 2,079,704

 (1)物件費 1,528,403 　建設補助金 274,371

 (2)維持補修費 256,639 　その他 502,359

 (3)減価償却費 2,129,203 その他 △ 44,805

3.移転支出的コスト 6,336,731 期末純資産残高 38,699,937

 (1)社会保障給付 2,468,678

 (2)補助金等 1,421,005 （４）資金収支計算書
 (3)他会計等への支出 1,890,374 　　自：平成24年4月 1日

 (4)その他 556,674 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

1.経常的収支 2,727,645

4.その他のコスト 243,494 2.公共資産整備収支 △ 98,715

 (1)支払利息等 308,275 3.投資・財務的収支 △ 2,621,384

 (2)その他 △ 64,781 当年度歳計現金増減額 7,546

期首歳計現金残高 255,481

経常収益 726,494 期末歳計現金残高 263,027

使用料・手数料等 726,494 （基礎的財政収支）

純経常行政コスト 　収入総額（前年度繰越金除く） 14,143,700

（経常費用－経常収益） 12,326,209 　支出総額　　　　　　 △ 14,136,154

　地方債発行額　　　　 △ 1,529,792

　地方債元利償還額 2,447,023

　財政調整基金等増減額 282

基礎的財政収支 925,059

負債及び純資産合計

純資産の部

純資産合計

負債合計

★財務書類は４表はこのように有機的に関連し
ています。

 (2)その他(短期未払金等）

資産の部

2.流動負債

 (1)翌年度償還予定地方債

 (2)長期未払金

 (3)退職手当引当金

負債の部
1.固定負債

 (4)その他

 (1)地方債

普通会計財務４表（要約版）
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H25.3.31現在人口 25,467人

（１）貸借対照表（平成25年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 2,259 911

 (1)有形固定資産 2,252 751

 (2)売却可能資産 7 25

135

2.投資等 180 0

 (1)投資及び出資金 37

 (2)貸付金 42 82

 (3)基金等 98 75

 (4)その他 3 7

3.流動資産 74

 (1)資金等 73

　(うち歳計現金) 10 993

 (2)未収金 1

1,520

資産合計 2,513 2,513

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成24年4月 1日 　　自：平成24年4月 1日

　　至：平成25年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 513 期首純資産残高 1,552

1.人にかかるコスト 101 純経常行政コスト　　  △ 484

(1)人件費 85 財源調達 454

(2)退職手当引当金繰入等 16 　地方税 107

　地方交付税 234

2.物にかかるコスト 154 　経常補助金 82

 (1)物件費 60 　建設補助金 11

 (2)維持補修費 10 　その他 20

 (3)減価償却費 84 その他 △ 2

3.移転支出的コスト 249 期末純資産残高 1,520

 (1)社会保障給付 97

 (2)補助金等 56 （４）資金収支計算書
 (3)他会計等への支出 74 　　自：平成24年4月 1日

 (4)その他 22 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

1.経常的収支　　　　　 107

4.その他のコスト 9 2.公共資産整備収支 △ 4

 (1)支払利息等 12 3.投資・財務的収支 △ 103

 (2)その他 △ 3 当年度歳計現金増減額 0

期首歳計現金残高 10

経常収益 29 期末歳計現金残高 10

使用料手数料等 29 （基礎的財政収支）

純経常行政コスト 　　収入総額 555

（経常費用－経常収益） 484 　　支出総額　　　　　 △ 555

　　地方債発行額　　　 △ 60

　　地方債元利償還額 96

　　財政調整基金等増減額 0

基礎的財政収支 36

 (1)地方債

 (2)長期未払金

 (1)翌年度償還予定地方債

 (2)その他(短期未払金等）

 (3)退職手当引当金

 (4)その他

資産の部 負債の部
1.固定負債

2.流動負債

負債及び純資産合計

純資産の部

純資産合計

負債合計

市民一人当たり普通会計財務４表
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普通会計財務４表から、以下のような財政分析をすることができます。 

 

（１）有形固定資産の行政目的別割合 

  貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、行政分野

ごとの公共資産形成の比重を把握することでき、これまでどこに重点を置いてきたかが

わかります。本市では、道路・公園・住宅などの生活インフラ整備に重点を置いてきた

ことが分かります。 

  

（２）有形固定資産老朽化率 

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているか

を全体として把握することができます。平均的な値は、35％～50％の比率となります。

比率の高い環境衛生、産業振興、消防分野への再投資の可能性が高いことが分かります。 

 

    資産老朽化率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得価額×100 

 

 （単位：千円） 

行政目的 金額（千円） 構成比 

① 生活インフラ・国土保全 31,951,948 55.7% 

② 教育 11,563,602 20.2% 

③ 福祉 1,395,911 2.4% 

④ 環境衛生 1,848,687 3.2% 

⑤ 産業振興 4,202,157 7.3% 

⑥ 消防 499,480 0.9% 

⑦ 総務 5,891,343 10.3% 

有形固定資産合計 57,353,128 100.0% 

   （単位：千円） 

有形固定資産内訳 償却資産取得額 減価償却累計額 資産老朽化率 

①生活インフラ・国土保全 46,760,187 20,926,469 44.8% 

②教育 15,763,649 5,160,416 32.7% 

③福祉 2,581,299 1,533,684 59.4% 

④環境衛生 5,079,971 3,609,803 71.1% 

⑤産業振興 10,090,329 6,263,324 62.1% 

⑥消防 1,132,220 940,010 83.0% 

⑦総務 9,706,404 5,476,122 56.4% 

有形固定資産合計 91,114,059 43,909,828 48.2% 

普通会計財務4表からみた江津市の特徴 
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（３）社会資本形成の世代間負担比率 

   

  ① 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合をみることに

より、これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合をみること

ができます。平均的な値は、50％～90％の間の比率になります。 

 

  社会資本形成の過去及び現代世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

 

  （単位：千円） 

純資産合計 公共資産合計 過去及び現代世代負担比率 

38,699,937 57,520,620 67.3％ 

 

  ② 地方債残高に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負

担する割合をみることができます。地方債残高には、地方債のみならず社会資本形

成の財源としての長期未払金及び未払金を含みます。平均的な値は、15％～40％の

間の比率になります。 

本市における地方債残高は近年増加傾向にあり、社会資本形成に関する将来負担

も逓増していましたが、平成 24 年度においては地方債発行額が償還額を下回ったこ

ともあり、将来世代負担比率は前年に比して微減となっています。 

 

   社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高等÷公共資産合計×100 

 

  （単位：千円） 

地方債等残高 公共資産合計 将来世代負担比率 

21,752,109 57,520,620 37.8％ 

    

 

（４）歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産

は何年分の歳入が充当されたかをみることができます。平均的な値は、3.0～7.0 の間に

なります。なお、歳入総額には、期首資金残高を含みます。 

 

   歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

 

  （単位：千円） 

資産合計 歳入総額 歳入額対資産比率 

63,998,448 14,399,181 4.4 年分 
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（５）受益者負担比率 

  行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常

収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することがで

きます。行政コスト計算書では、目的別に受益者負担割合を算定することができます。 

  平均的な値は、2％～8％の間の比率となります。 

 

   受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

       

 ※⑦総務に含まれる「その他」について 

  経常収益は、地方債利子に充当した住宅使用料及び一般財源振替額等 

  経常行政コストは、議会関係費及び地方債利子など  

 

（６）地方債の償還可能年数 

  地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す数

値です。地方債を返済するには、何らかの形で資金（返済原資）を確保しなければなり

ません。また、安定的に返済を行っていかなければなりませんので、返済原資としては

経常的に確保できる資金である必要があります。平均的な値は、3 年から 9 年の間の数

値となります。 

地方債残高は、地方債のみならず社会資本形成の財源としての長期未払金及び未払金

を含み、また経常的収支額は、経常的収支の部の収入に含まれている地方債発行額と基

金取り崩し額を控除します。本市では、近年地方債残高が増加傾向にあったこともあっ

て、平均的な値より高めな数値になっており、今後も税収等の経常的収入が増加しない

限り、償還可能年数が延長することが見込まれます。 

 

   地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額 

 

  （単位：千円） 

地方債等残高 経常的収支額 地方債等の償還可能年数 

21,752,109 1,944,614 11.2 年 

   （単位：千円） 

行政目的 経常収益 経常行政コスト 受益者負担比率 

① 生活インフラ・国土保全 22,536 1,702,284 1.3% 

② 教育 24,520 1,176,591 2.1% 

③ 福祉 241,413 4,848,932 5.0% 

④ 環境衛生 53,193 1,586,552 3.4% 

⑤ 産業振興 2,759 952,374 0.3% 

⑥ 消防 1,713 629,971 0.3% 

⑦ 総務（※その他含む） 380,360 2,155,999 17.6% 

合  計 726,494 13,052,703 5.6% 
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（７）行政コスト対公共資産比率 

  行政コストの公共資産（固定資産）に対する比率をみることで、資産を活用するため

にどれだけのコストが掛けられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サ

ービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析できます。平均的

な値は、行政目的別でかなりバラつきますが、全体で10％～30％の間の比率となります。

高齢化の進む本市では福祉分野における行政サービスが他分野に比して高いことが分か

ります。 

  また、ハード（公共資産）・ソフト（行政コスト）両面を比較することは、バランスの

とれた財源配分を検討するうえでの指標ともなります。 

 

   行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （単位：千円） 

行政目的 経常行政コスト 公共資産 公共資産比率 

①生活インフラ・国土保全 1,702,284 31,951,948 5.3% 

②教育 1,176,591 11,563,602 10.2% 

③福祉 4,848,932 1,395,911 347.4% 

④環境衛生 1,586,552 1,848,687 85.8% 

⑤産業振興 952,374 4,202,157 22.7% 

⑥消防 629,971 499,480 126.1% 

⑧ 総務（その他含む） 2,155,999 5,891,343 36.6% 

合  計 13,052,703 57,353,128 22.8% 
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（１）貸借対照表（平成25年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 81,315,455 34,790,553

 (1)有形固定資産 81,147,512 19,115,160

 (2)無形固定資産 451 9,300,556

 (3)売却可能資産 167,492 866,454

623,257

2.投資等 4,609,221 0

 (1)投資及び出資金 351,960 650,656

 (2)貸付金 932,735 4,234,470

 (3)基金等 3,198,648

 (4)その他 125,878 2,811,428

2,322,107

3.流動資産 3,507,387 99,284

 (1)資金等 2,849,486 0

 (2)未収金 146,766 230,388

 (3)販売用不動産 518,884 159,649

 (4)その他 △ 7,749 37,601,981

資産合計 89,432,063 89,432,063

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成24年4月 1日 　　自：平成24年4月 1日

　　至：平成25年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 24,012,683 期首純資産残高 52,831,212

1.人にかかるコスト 3,199,274 純経常行政コスト　　  　 △ 16,424,008

(1)人件費 2,826,473 財源調達 16,120,821

(2)退職手当引当金繰入等 372,801 　地方税 2,717,011

　地方交付税 5,969,354

2.物にかかるコスト 5,384,405 　経常補助金 6,585,757

 (1)物件費 2,230,414 　建設補助金 337,076

 (2)維持補修費 327,863 　その他 511,623

 (3)減価償却費 2,826,128 その他 △ 697,943

3.移転支出的コスト 14,626,870 期末純資産残高 51,830,082

 (1)社会保障給付 12,360,405

 (2)補助金等 1,706,808

 (3)その他 559,657

（４）資金収支計算書
4.その他のコスト 802,134 　　自：平成24年4月 1日

 (1)支払利息 500,687 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

 (2)その他 301,447 1.経常的収支 3,348,471

2.公共資産整備収支 △ 282,407

3.投資・財務的収支 △ 2,966,835

経常収益 7,588,675 翌年度繰上充用金増減額 0

使用料手数料等 7,588,675 当年度歳計資金増減額 99,229

純経常行政コスト 期首歳計資金残高 2,750,257

（経常費用－経常収益） 16,424,008 期末歳計資金残高 2,849,486

資産の部 負債の部
1.固定負債

負債及び純資産合計

  (1)地方公共団体翌年度償還予定額

  (2)関係団体翌年度償還予定額

  (3)短期借入金

負債合計

純資産の部

純資産合計

  (1)普通会計地方債

  (3)一部事務組合・広域連合地方債

  (5)第三セクター等長期借入金

  (6)長期未払金

  (2)公営事業地方債

  (4)地方三公社長期借入金

  (7)引当金等

2.流動負債

51,830,082

  (4)未払金

  (5)その他

連結会計財務４表（要約版）



- 10 - 

 

 

H25.3.31現在人口 25,467人

（１）貸借対照表（平成25年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 3,193 1,367

 (1)有形固定資産 3,186 752

 (2)無形固定資産 0 365

 (3)売却可能資産 7 34

24

2.投資等 181 0

 (1)投資及び出資金 14 26

 (2)貸付金 37 166

 (3)基金等 125

 (4)その他 5 110

91

3.流動資産 138 4

 (1)資金等 112 0

 (2)未収金 6 9

 (3)販売用不動産 20 6

 (4)その他 0 1,477

資産合計 3,512 3,512

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成24年4月 1日 　　自：平成24年4月 1日

　　至：平成25年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 943 期首純資産残高 2,073

1.人にかかるコスト 126 純経常行政コスト　　  　 △ 645

(1)人件費 111 財源調達 634

(2)退職手当引当金繰入等 15 　地方税 108

　地方交付税 234

2.物にかかるコスト 211 　経常補助金 259

 (1)物件費 87 　建設補助金 13

 (2)維持補修費 13 　その他 20

 (3)減価償却費 111 その他 △ 27

3.移転支出的コスト 574 期末純資産残高 2,035

 (1)社会保障給付 485

 (2)補助金等 67

 (3)その他 22

（４）資金収支計算書
4.その他のコスト 32 　　自：平成24年4月 1日

 (1)支払利息 20 　　至：平成25年3月31日 （単位：千円）

 (2)その他 12 1.経常的収支 131

2.公共資産整備収支 △ 11

3.投資・財務的収支 △ 116

経常収益 298 翌年度繰上充用金増減額 0

使用料手数料等 298 当年度歳計資金増減額 4

純経常行政コスト 期首歳計資金残高 108

（経常費用－経常収益） 645 期末歳計資金残高 112

2.流動負債

  (6)長期未払金

資産の部 負債の部
1.固定負債

  (1)普通会計地方債

負債及び純資産合計

  (2)公営事業地方債

負債合計

純資産の部

純資産合計 2,035

  (5)その他

  (1)地方公共団体翌年度償還予定額

  (2)関係団体翌年度償還予定額

  (3)短期借入金

  (5)第三セクター等長期借入金

  (7)引当金

  (3)一部事務組合・広域連合地方債

  (4)地方三公社長期借入金

  (4)未払金

市民一人当たり連結会計財務４表
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 連結財務４表では、普通会財務書類の数値と比較することにより、普通会計以外での

行政サービスの規模を把握することが可能となります。特に連結貸借対照表の負債の部

では、普通会計や特別会計、一部事務組合など部門別で地方債（借金）の額を把握する

ことができます。また、公共資産や地方債の連単倍率（連結財務書類計上額÷普通会計

財務書類計上額）を分析することにより、普通会計だけでは見えない公共資産整備の状

況も把握することができます。 

 

 

（１）有形固定資産の行政目的別割合 

   

  連結貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合は下記のとおりです。環

境衛生部門の連単倍率が 6.80 倍となっていますが、これは、主に上水道事業、簡易水道

事業、浜田広域行政組合のごみ処理施設等の資産が加算されているため、高い倍率とな

っています。  

  その他の分野では、生活インフラ・国土保全において公共下水道事業の資産が、産業

振興については、 (株)風の国、(有)めぐみなどの三セク等の資産が、消防では、消防組

合の資産が加算されています。⑧及び⑨については、連結諸表のみの項目ですが、⑧に

ついては、連結上も該当がなく、⑨については、土地開発公社の資産の一部が計上され

ています。 

 

 

 

 

 （単位：千円） 

行政目的 
連結会計 普通会計 

連単倍率 
金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 

①生活インフラ・国土保全 44,104,469 54.4% 31,951,948 55.7% 1.38 

②教育 11,563,842 14.2% 11,563,602 20.2% 1.00 

③福祉 1,400,751 1.7% 1,395,911 2.4% 1.00 

④環境衛生 12,564,870 15.5% 1,848,687 3.2% 6.80 

⑤産業振興 4,578,849 5.6% 4,202,157 7.3% 1.09 

⑥消防 1,024,576 1.3% 499,480 0.9% 2.05 

⑦総務 5,907,289 7.3% 5,891,343 10.3% 1.00 

⑧収益事業 - - - - - 

⑨その他 2,866 0.0% - - - 

有形固定資産合計 81,147,512 100.0% 57,353,128 100.0% 1.41 

連結財務4表からみた江津市の特徴 
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（２）有形固定資産老朽化率 

   

  連単倍率が 1.0 未満となっている分野があります。 

① 生活インフラ・国土保全では公共下水道施設、④環境衛生では水道施設や浜田広域

行政組合のごみ処理施設等が、供用開始後の経過年数が少ないため、資産老朽化率が普

通会計より少ない数値となっています。 

 

（３）社会資本形成の世代間負担比率 

   

  ① 連結会計でのこれまでの世代（過去及び現世代）の負担比率は下記のとおりです。

連単倍率は 1.0 未満で普通会計数値より低くなっています。これは、下水道やごみ

処理施設などに対する市債等の償還があまり進んでいないためです。 

   （単位：千円） 

連結純資産合計 連結公共資産合計 
過去及び現代 

世代負担比率 
普通会計数値 連単倍率 

51,830,082 81,315,455 63.7％ 67.3％ 0.95 

 

  ② 連結会計での将来世代負担比率は下記のとおりです。 

連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値よりも高くなっています。これは、上記とは反

対に、下水道やごみ処理施設などに対する負担（市債等の償還）が将来世代に残って

いるためです。 

  （単位：千円） 

連結地方債等残高 連結公共資産合計 
将来世代 

負担比率 
普通会計数値 連単倍率 

33,207,862 81,315,455 40.8％ 37.8％ 1.08 

   （単位：千円） 

有形固定資産内訳 
連結会計 

資産老朽化率 

普通会計 

資産老朽化率 
連単倍率 

①生活インフラ・国土保全 38.75 44.75 0.87 

②教育 32.74 32.74 1.00 

③福祉 59.39 59.42 1.00 

④環境衛生 42.47 71.06 0.60 

⑤産業振興 62.16 62.07 1.00 

⑥消防 71.11 83.02 0.86 

⑦総務 56.48 56.42 1.00 

⑧収益事業 - - - 

⑨その他 - - - 

有形固定資産合計 43.10 48.19 0.89 
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（４）歳入額対資産比率 

連結会計の歳入額対資産比率は下記のとおりです。連単倍率は 1.0 未満で普通会計数

値よりも低くなっています。これは国保等医療・介護関係の歳入が資産に対して多くな

っているからです。 

 

  （単位：千円） 

連結資産合計 連結歳入総額 
歳入額対 

資産比率 
普通会計数値 連単倍率 

89,432,063 29,330,017 3.0 年分 4.4 年分 0.68 

 

 

（５）受益者負担比率 

  連結行政コスト計算書における受益者負担比率は下記のとおりです。すべての分野で

連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値より高くなっています。①生活インフラ等④環境衛

生では水道・下水道の使用料が計上されており、③福祉では、国保等医療・介護関係の

保険料収入、⑤産業振興では、三セク等の収益が計上されています。 

 

 

（６）地方債の償還可能年数 

  連結会計の地方債償還可能年数です。連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値よりも高く

なっていますが、国保等医療・介護関係の経常的収入額以上に、上水道や下水道施設な

ど資本形成に係る地方債発行額が多いためです。 

  （単位：千円） 

連結地方債等残高 連結経常的収支額 
地方債等の 

償還可能年数 

普通会計 

数    値 
連単倍率 

33,207,862 2,058,455 16.1 年 11.2 年 1.44 

 

   （単位：千円） 

行政目的 経常収益 
経常行政 

コ ス ト 

受益者負 

担 比 率 

普通会計

数    値 
連単倍率 

①生活インフラ 

・国土保全 
342,346  1,945,973 17.6% 1.3% 13.54 

②教育 34,247  1,228,084  2.8% 2.1% 1.33 

③福祉 5,851,766  14,461,053  40.5% 5.0% 8.10 

④環境衛生 622,129  2,054,342  30.3% 3.4% 8.91 

⑤産業振興 236,670  1,177,215  20.1% 0.3% 67.00 

⑥消防 2,955  486,953   0.6% 0.3% 2.00 

⑦総務（その他含む） 498,562  2,659,063  18.7% 17.6% 1.06 

合  計 7,588,675  24,012,683  31.6%  5.6% 5.64 
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（７）行政コスト対公共資産比率 

  連結経常行政コストの連結公共資産に対する比率は下記のとおりです。連単倍率が1.0

未満となる分野は、水道や下水道、ゴミ処理施設、消防施設などですが、ソフト面より

ハード面において財源が重点的に配分されていることを示しています。③福祉について

は、国保等医療・介護関係の公共資産がほとんどなく、コストのみ計上されているため、

数値が大幅に増加しています。 

 

 

※今後の課題と活用 

   公会計の整備にあたっては、「資産台帳の整備」と「資産の適切な評価」が求められ

ています。これは、公会計制度改革が「資産・債務改革」を目指していることに加え、

これまで必ずしも十分とは言えなかった台帳の整備や資産の評価を行うことによって

得られる効果が非常に大きいと考えられているからです。 

しかしながら、江津市の財務諸表に計上している資産の数値は、公正価値で評価す

る基準モデルではなく、決算統計を利用した総務省方式改訂モデルであるため、簡易

的に資産価値を評価したものであり、正確性を欠くという課題があります。 

今後、公共施設等総合管理計画の策定等により公共施設の統廃合・長寿命化、安全

性の確保を進めていく中で、財産を適正に把握・評価し、それを財務書類に反映させ

ていく必要があります。 

また、今回の分析に加え、施設別・事業別コスト計算といった多様な分析手法を取

り入れ、これまでの財務指標を補完する資料として、その有効性を高めていく必要が

あります。 

 

   （単位：千円） 

行政目的 
経常行政 

コ ス ト 
公共資産 

公共資産 

比   率 

普通会計

数    値 
連単倍率 

①生活インフラ 

・国土保全 
1,945,973 44,104,469 4.4% 5.3% 0.88 

②教育 1,228,084  11,563,842 10.6% 10.2% 1.04 

③福祉 14,461,053  1,400,751 1032.4% 347.4% 3.02 

④環境衛生 2,054,342  12,564,870 16.3% 85.8% 0.21 

⑤産業振興 1,177,215  4,578,849 25.7% 22.7% 1.08 

⑥消防 486,953  1,024,576 47.5% 126.1% 0.56 

⑦総務（その他含む） 2,659,063  5,910,155 45.0% 36.6% 1.24 

合  計 24,012,683  81,147,512  29.6% 22.8% 1.32 


